
目黒区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付取扱要領 

 

第１ 通則 

 この取扱要領は、目黒区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱（以下「要

綱」という。）に関する細目を定めるものとする。 

第２ 「幼稚園」について 

 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める特別支援学校の幼稚部を含める。 

第３ 「幼児の住所」について 

１ 住所は、区の住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定する住民基本

台帳に記録されたものとする。 

２ 区の住民基本台帳への記録を免除されている外国人については、公的機関が発行する

居住を証する証書等の確認をもって、住所要件に該当するものとすることができる。 

第４ 「幼児の年齢」について 

１ 幼児の年齢は、当該年の３月３１日現在の満年齢とする。 

２ 当該年の４月１日以降に満３歳に達する幼児は、「満３歳児」とする。 

３ 「小学校就学の始期に達するまでの者」とは、満６歳に達する日の属する年度の３月

３１日までにある者とする。ただし、学校教育法第１８条の定めにより、就学させる義

務を猶予又は免除された保護者の子が該当施設に通園している場合には、これらの者も

含めることができる。 

第５ 「保護者」について 

 父母が幼児と同一の世帯に属していない場合、幼児と同一の世帯に属し幼児を監護して

いる者並びに区内に所在する児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設

及び乳児院（以下「児童養護施設等」という。）の長及び小規模住居型児童養育事業（以下

「ファミリーホーム」という。）の事業者並びに里親についても、要綱第２条（７）の「保

護者」とみなすことができる。 

 なお、区内に所在する児童養護施設等の長及びファミリーホームの事業者並びに里親に

対する補助は、平成１１年４月３０日付け厚生省発児第８６号「児童福祉法による児童入

所施設措置費等国庫負担金について」第４の２の表（６）の支弁額を除いた額に対して行

う。 

第６ 「世帯」について 

１ 「世帯」は、同一の住居に居住し、生計を一にしている者の集まりをいうものとし、

住民基本台帳法第６条に基づき編成される世帯を基本とする。 

２ 幼児が属する世帯とは別に、通園に要する費用を負担している者がいる場合は、その

者の所得を当該幼児の属する世帯の所得に含めるものとする。 

３ 単身赴任や入院者のように、実際には居住が別の場合でも、その単身赴任や入院は一

時的なもので、経済的には出身世帯と一体性がありいずれ自宅に帰るような帰来性があ

る場合には、これらのものも同一世帯として取り扱うものとする。 

第７ 住所を異動した場合について 

 原則、各月 1日現在本区が住所地の場合に補助する。月の途中で住所を異動した場合は、

施設等利用給付及び預かり保育料補助については、転出先又は転入元の市区町村と協議の

うえ、当該月について月割又は日割りにて補助する。保育料補助金は、転入月の翌月から

補助する。ただし、４月分については転入日にかかわらず、本区において補助することが



できるものとする。 

第８ 世帯の区市町村民税額の算定及び確認等について 

１ 世帯の区市町村民税額については、申請者に課税（非課税）証明書等を提出させるこ

とにより確認する方法に代え、本人同意のもと区が課税（非課税）状況を公簿等で確認

する方法によることができる。 

２ 当該年度の初日に属する年の１月１日現在に日本国内に住所が無かった場合は、前年

の収入等を確認し、これを基に算出した特別区民税の額に応じて補助する。なお、前年

の収入等とは、前年の１月１日から１２月３１日までの収入等とし、当該年度の初日に

属する年の１月の最初の金融機関営業日現在の為替レートにより円換算した金額をいう。 

３ ２に規定する収入等は、当該補助対象者が属する企業団体等の給与支給証明書等によ

り確認できるものとする。 

４ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定により保護を受けている世帯にあっ

ては、福祉事務所の長の証明書によって課税（非課税）証明書に代えることができる。 

５ 区市町村民税額は、税額控除後の金額とする。ただし、租税特別措置法による住宅借

入金等特別税額控除及び地方税法における寄付金税額控除は適用しない。 

６ 保護者の結婚、離婚、死亡等の事由による世帯構成の変更に伴い世帯の所得が前年と

比べて増減した場合は、その状況を調査し、これをもとに区市町村民税の所得割課税額

を算定することができる。なお、これにより算定された税額については、世帯構成の変

更事由が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する

月）から適用する。 

７ 児童養護施設等及びファミリーホームに入所している園児については、児童養護施設

等及びファミリーホームに入所していることを明らかにする児童相談所の長の証明書又

は通園に要する費用の負担者を明らかにする児童養護施設等及びファミリーホームの長

の証明書の提出を受けることにより、区市町村民税が非課税の世帯として取り扱う。 

８ 区市町村民税の所得割課税額の算定においては、政令指定都市についても、旧税率に

より算出した金額を用いて階層区分を判定する。ただし、新税率によって計算された金

額については、６/８を乗じた額で計算することとする。 

第９ 入園料補助金の対象者について 

１ 当該補助金は、本区に住所異動した月以降に入園した幼児を対象とする。ただし、前

住所地等で当該入園に際し、同種の補助金の交付を受けた場合は、この限りではない。 

２ 当該補助金は、対象幼児が本区に住所を有し、かつ満３歳児・３歳児・４歳児及び５

歳児である間１回限りとする。ただし、区長が必要あると認めたときは、この限りでは

ない。 

 

付則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

付則 

この要領は、平成１８年１２月６日から施行する。 

付則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

付則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 



付則 

この要領は、平成２１年９月１日から施行し、同年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、平成２４年５月１４日から施行し、同年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、平成２５年６月４日から施行し、平成２４年７月９日から適用する 

付則 

この要領は、平成２５年１０月２８日から施行し、平成２５年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、平成２６年５月１５日から施行し、平成２６年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、平成２８年５月１０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、令和３年５月１７日から施行し、令和３年４月１日から適用する 

付則 

この要領は、令和４年３月３１日から施行する。 

付則 

この要領は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

 

以   上 


